
第６３号議案 

芦屋市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 

 芦屋市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例の一部を改正する条例を別

紙のように定める。 

令和４年１１月２９日提出 

                        芦屋市長 伊 藤  舞 

提案理由 

 デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律による個人情報の保

護に関する法律の一部改正に伴い、秘密の保持に係る根拠規定を改めるほか、公募に

よらない指定管理者の候補者の選定に係る規定を改めるため、この条例を制定しよう

とするもの。 
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芦屋市条例第  号 

   芦屋市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例の一部を改正する条例 

 芦屋市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１６年芦屋市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太枠の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」と

いう。）については、次のとおりとする。 

 (1) 改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。 

 (2) 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。 

 (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（公募によらない指定管理者の候補者の選定） （公募によらない指定管理者の候補者の選定） 

第５条 市長等は，次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は，第２条の規定による公募によらず指定管理者の候補者を選

定することができる。 

第５条 市長等は，次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は，第２条の規定による公募によらず指定管理者の候補者を選

定することができる。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 公募の暇がないときその他の公募によらない方法をとる

ことに相当な理由があると認められるとき。 

２ （略） ２ （略） 

（秘密保持義務） （秘密保持義務） 

第１３条 指定管理者又は管理する公の施設の業務に従事してい

る者（以下この条において「従事者」という。）は，第７条の

協定並びに個人情報の保護に関する法律(平成１５年法律第５

７号）第６６条第２項第２号及び第６７条の規定を遵守し，個

第１３条 指定管理者又は管理する公の施設の業務に従事してい

る者（以下この条において「従事者」という。）は，第７条の

協定並びに芦屋市個人情報保護条例（平成１６年芦屋市条例第

１９号）第１２条及び第１３条の規定を遵守し，個人情報が適
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改正後 改正前 

人情報が適切に保護されるよう配慮するとともに，当該公の施

設の管理に関し知り得た秘密を他に漏らし，又は自己の利益の

ために利用してはならない。指定管理者の指定の期間が満了

し，若しくは指定を取り消され，又は従事者の職務を退いた後

においても，同様とする。 

切に保護されるよう配慮するとともに，当該公の施設の管理に

関し知り得た秘密を他に漏らし，又は自己の利益のために利用

してはならない。指定管理者の指定の期間が満了し，若しくは

指定を取り消され，又は従事者の職務を退いた後においても，

同様とする。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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参 照 １ 

芦屋市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例の一部改正要綱

１ 改正の趣旨

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律による個人情報

の保護に関する法律の一部改正に伴い、秘密の保持に係る根拠規定を改めるほか、

公募によらない指定管理者の候補者の選定に係る規定を改めるため、この条例を制

定しようとするもの。

２ 改正の内容

(1) 受託者等や従事者の個人情報の取扱に係る根拠規定を芦屋市個人情報保護条例

から個人情報の保護に関する法律に改める。（第１３条関係） 

(2) 指定管理者の候補者の選定について、公募の暇がないときその他の相当な理由

があると認められるときは、非公募で選定できることとする。（第５条関係） 

３ 施行期日 

令和５年４月１日  
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 参 照 ２

   個人情報の保護に関する法律抜粋（   部分は、令和５年４月１日施行） 

（安全管理措置） 

第６６条 行政機関の長等は、保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の

保有個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

２ 前項の規定は、次の各号に掲げる者が当該各号に定める業務を行う場合における

個人情報の取扱いについて準用する。 

 （第１号省略） 

(2) 指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に

規定する指定管理者をいう。） 公の施設（同法第２４４条第１項に規定する公の

施設をいう。）の管理の業務 

（第３号から第５号まで省略） 

（従事者の義務） 

第６７条 個人情報の取扱いに従事する行政機関等の職員若しくは職員であった者、

前条第２項各号に定める業務に従事している者若しくは従事していた者又は行政

機関等において個人情報の取扱いに従事している派遣労働者（労働者派遣事業の適

正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）

第２条第２号に規定する派遣労働者をいう。以下この章及び第１７６条において同

じ。）若しくは従事していた派遣労働者は、その業務に関して知り得た個人情報の内

容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。 
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